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後期高齢者に係る診療報酬について           ■計丑藉濡癸E療制度の被保険者は約 1`400万人おり、これは全人口の
約 1割に相当する。

第 1 後期高齢者に係る診療報酬について
1(1)75歳 以上の者を対象として、その心身の特性や生活実態等を踏ま           2 後期高齢者診療料について

えた独立した医療制度である後期高齢者医療制度が平成 20年 4月 に            (1)後 期高齢者診療料は、高齢者ご自身が選んだ「高齢者担当医Jが
創設された (参考資料 Pl)。                               心と体の全体を診て、他の医療機関での診療スケジュールも含めた治

療計画を作成し、外来から入院先の紹介、在宅医療まで継続して関わ

(2)その際、後期高齢者医療の診療報酬体系に関しては、社会保障審             る仕組みを評価するために新設された点数であるが、75歳以上という

議会後期高齢者医療の在り方に関する特別部会が設置され、同部会             年齢に着目した報酬体系であることから批判があつた (参考資料 P

から、「後期高齢者にふさわしい医療 (基本的事項)」 として次のよ              5)。
うな視点が示された(平成19年 10月 10日「後期高齢者の診療報酬体系の骨子」)。

①後期高齢者の生活を重視した医療                          (2)検 証部会において、届出を行つている医療機関に対し調査を行つ

②後期高齢者の尊厳に配慮した医療                           たところ、実際に算定した医療機関は1割程度であった。また、一

③後期高齢者及びその家族が安心・納得できる医・・F                    部で懸念された受療制限等の患者の不利益は確認されなかったが、
一方で患者に対するメリットも明確にはならなかつたとの結果であ

. (3)上 記を踏まえ、平成20年度診療報酬改定において後期高齢者に係              つた (参考資料P6～ 8)。

る診療報酬点数として17項目が設けられた (参考資料P2～ 4)。
3 後期高齢者特定入院基本料について

2 このように、75歳以上の方のみに適用される診療報酬については、高            (1)一 般病棟に 90日 を超えて入院する高齢者のうち、密度の高い医療

齢者の心身の特性等にふさわしい医療を提供するという趣旨・目的から              を必要としない患者については、

設けられたものであるが、行政の周知不足もあり、高齢者をはじめ国民               ①~般病棟の機能をより適切に発揮される観点
の方々の理解を得られなかったところであり、また、中医協が行つた調               ②長期入院を必要とする患者が療養するのにふさわ、しい環境の

査によれば、必ずしも活用が進んでいない実態等も明らかになった (参                 整った療養病床等での療養を促進する観点

考資料P6～ 8)。                                        から、診療報酬が減額される※1。 但し、「一定の基準」を満たした

患者については、引き続き入院基本料を算定することとなる (参考

3 このため、社会保障害議会医療保険部会においても「75歳以上という              資料P9～ 10)。

年齢に着目した診療報酬体系については、後期高齢者医療制度本体の見             ※1 もともと、平成10年に「老人長期入院医療管理料」として老人診療報酬に創設。

直 しに先行して廃止することとするが、このような診療報酬が設けられ

た趣旨・目的にも配慮 しつつ、具体的な報酬設定を検討することとする            (2)平 成 20年診療報酬改定において、病棟機能の明確化の観点から、
べき。」とされた。                                       上記の「一定の基準」の対象患者を見直した結果、重度の意識障害、

人工呼吸器装着、頻回の喀痰吸引等のない脳卒中患者や認知症の患

者について、通常の患者と同様に減額対象とした (参考資料 P10～

12)。



(3)実際の運用に際しては、半年間の猶予期間を設けたものの、退院
を迫られる患者が生じる等の批判があつたことから、「既に入院して

いる患者」及び「疾病発症当初から当該病棟に入院した新規患者」

のうち、医療機関が退院や転院に向けて努力をしている患者につい

ては、地方厚生局に「退院支援状況報告書」を提出していただくこ

とで機械的に減額の対象とすることはしないとする経過措置を設け

た (参考資料 Pll～ 13)。

(4)上記の取扱いについては、一定期間経過後、実態の把握を行うこ
ととしたが、「退院支援状況報告書」の提出状況は漸減

※2し てぃる (参

考資料 P14).※ 2 平成20年 10月時点で2,105件→平成21年 6月時点で1,484件

4 診療所後期高齢者医療管理料について
(1)在宅療養計画を策定し、その計画に基づき、在宅での療養を行つて
いる者の適切な在宅医療を確保するための診療を目的として入院さ

せた場合に算定する点数として、平成8年から評価されている (参考

資料 P15)。

(2)本項目については、保険診療上の意義が必ずしも明確ではなく、介
護保険制度における短期入所 (シ ョー トステイ)と機能が重複してい

るとの指摘がある。

(3)介護保険における短期入所サ=ビスの一つに、短期入所療養介護が
ある。平成21年度介護報酬改定により、短期入所サービス提供事業所

を拡充する観点から、診療所後期高齢者医療管理料を算定している有

床診療所の一般病床において、短期入所療養介護サービス費の算定が

可能となつた。

5 後期高齢者終末期相談支援料について
(1)本項目は、終末期における診療方針等について、患者本人、家族、
医療従事者とが十分話し合いを行い。その内容を文書等にまとめた

上で患者に提供することを評価したものであるが、その趣旨・内容

が国民に十分周知されず、「国民に誤解と不安を与え」※
3たことを踏

3

まえ、平成20年 7月 1日 より算定が凍結されることとなった (参考

資料 P16、 22～ 23)。

※3 中央社会保険医療協議会 答申書 (平成20年 6月 25日 )よ り

(2)検証部会において、一般国民に対する意識調査を実施したところ、
①年齢を問わず、8割程度の国民が終末期の治療方針等につい

て話し合いを行いたいと考えている

②一方、公的医療保険から医療機関に相談料が支払われること

については、「好ましい」「好ましくない」「どちらとも言えな
い」がほぼ桔抗している

との結果であつた (参考資料P17～ 21)。

(3)なお、終末期における医療の在り方を巡つては、厚生労働省にお
ける「終末期医療のあり方に関する懇談会」において議論が続いて

おり、現時点では意見の集約には至っていない。

第3 現行の診療報酬上の評価の概要

1 高齢者の生活を重視した医療に対する評価について

(1)後期高齢者に対し、入院時から退院後の生活を念頭に置いた医
療を行うことが必要なことから、病状の安定後早期に、患者の基

本的な日常生活能力、認知機能、意欲等について総合的な評価を

行うことを平成 20年度より診療報酬上評価している。

(2)ま た、居宅での生活を希望する場合に、安心して居宅での生活
を選択できるよう、入院時から退院後の生活を見越した退院支援

計画を策定し退院調整を行う取組を評価している。
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①

A240 後期高齢者総合評価加算  50点 (入院中 1回 )

[算定事件]

1 病状の安定が見込まれた後できるだけ早期に、患者の基本的な日常生活能力、認知機

能、意欲等について総合的な評価を行つた場合に入院中1回に限り所定点数に加算。

2 当該保険医療機関内で高齢者の総合的な機能評価のための職員研修を計画的に実施。

[施設基準]

当該保険医療機関内に、後期高齢者の総合的な機能評価に係る研修を受けた医師又は

歯科医師が―名以上配置されていること

A241 後期高齢者退院調整加算  100点  (退院時 1回 )

[算定要件]

退院困難な要因を有する後期高齢者に対して、患者の同意を得て退院支援のための

計画を策定し退院した場合について算定。

[施設基準]

1 病院では、入院患者の退院に係る調整・支援に関する部門が設置されており、退院

調整に関する経験を有する専従の看護師又は社会福祉士が1名以上配置されている。

2 有床診療所では、退院調整に関する経験を有する事任の看護師:准看譲師又は社会

福祉士が 1名以上配置されている。

3 退院支援に関して患者の同意のもと、以下を実施している。

①入院早期に,退院に関する支援の必要性のW価を行つている。

②支援の必要性が高い患者について、具体的な支援計画を作成する。

③支援計画に基づいて患者又は家族に支援を行う。

【届出医療機関数】

平成20年度

A240 後期高齢者総合評価加算 1,041

A241 後期高齢者退院調整加算 2,621

【算定状況】平成20年社会医療診療行為別調査 (6月審査分)

実施件数 算定回数

A240 後期高齢者総合評価加算 2,049 2,049

A241 後期高齢者退院調整カロ算 4,801 4,807

2 入院医療及び在宅医療等に関する評価について

(1)後期高齢者特定入院基本料
高齢者の長期療養に関する医療・介護の機能分化を促進する観点か

ら、高齢者が一般病棟に90日 を超えて入院する場合に算定する入院基

本料として、平成10年に「老人特定入院基本料」として創設された。
平成20年度診療報酬改定時に、名称のみ変更して現在に至る。

A100 -11病棟入院基本料

注4 後期高齢者特定入院基本料 928点 (1日 につき)
ただし、特別入院基本料を算定する場合は 790点 (1日につき)

[算定要件]

後期高齢者であつて、当腋病棟に90日 を超えて入院する患者 (別に厚生労働大臣が

定める状態等にあるものを除く:)に該当する患者について算定。

【備考】A104特定機能病院入院基本料、A106専門病院特定入院基本料、A106障害者施
設等入院基本料においても、

「

般病棟入院基本料と同様の点数設定がある。

【算定状況】平成20年社会医療診療行為別調査 (6月 審査分)

平成19年度

(老人特定入院基本料)

平成20年度

(後婦高齢者特定入院基本■)

実施件数 算定回数 実施件数 算定回数

A100注 4-般病棟後期高齢者特定入院基本料 1,669 26,035 3,788 54,015

注4 特定機能病院後期高齢者特定入院基本料 2,300

注3 専門病院後期高齢者特定入院基本料 276 7,476

1106注 3 障害者施設等後期高齢者特定入院島本料

歴ヨ  本点数の算定除外対象となる場合の「一定の基準」
(平成20中3月 5日厚生労働省告示第62号より)

別表第四 厚生労働大臣が定める状態等にある患者

― 難病患者等入院診療加算を算定する患者

二 重症者等療養環境特別加算を算定する患者

二 重度の陣体不自由者 (脳卒中の後遺症の患者及び認知症の患者を除く。)、 普髄損傷等の三度障害者 〈脳卒



中の後遺症の患者及び認脚症の患者を除く。)、 重度の意識障害者、筋ジストロフィー患者及び難病患者等

四 悪性新生物に対する治療 (重篤な副作用のおそれがあるもの等に限る。)を実施している状態にある患者

五 観血的勁脈圧測定を実施している状態にある患者

六 心大血管疾患リハビリテーションll、 脳血管疾患等リハビリテーシヨン料,運動器リハビリテーション料又

は呼吸器リハビリテーション料を実施している状憩にある患者 (用者の入院の日から起算して百八十日まで

の間に限る。)

七 ドレーン法又は胸腔若しくは腹腔の洗浄を実施している状態にある患者

八 頻回に嗜痰吸引及び干渉低周波去痰器による喀痰排出を実施している状態にある患者

九 人工呼吸器を使用している状饉にある患者

十 人工腎臓、持続援徐式血液腱過又は血漿交換療法を実施している状態にある患者

十一 全身麻酔その他これに準する麻酔を用いる手術を実施し、当腋疾病に係る治療を継続している状態 (当該

手術を実施した日から超算して三十日までの間に限る。)にある患者

十二 前各号に掲げる状饉に準ずる状態にある患者

(2)後期高齢者処置及び後期高齢者精神病棟等処置料
医療機関において褥療等を予防する取組みを促進するため、入

院期間が 1年を超える高齢者に対して褥癒処置等を行つた場合の

費用を包括した点数である。               、

もともと、昭和61年に「老人処置料」として新設されたもので

あり、平成20年度診療報酬改定時に名称のみ変更して現在に至る。

O

(3)在宅療養支援歯科診療所による後期高齢者の歯科疾患及び口腔機
能の管理を評価するため、平成20年度診療報酬改定において老人訪

間口腔指導管理料を廃止し、後期高齢者在宅療養口腔機能管理料を

新設した。

」001-5 後期高齢者処置  12点 (1日 につき)

[算定要件]

高齢者医療確保法に規定する療養の給付を提供する場合であって、入院期間が1年を

超える入院中の患者に対して禍療処置を行つた場合、その範囲又は回数にかかわらず、

所定点数を算定する。当該褥清処置に係る費用は、所定点数に含まれるものとする。

」001-6 後期高齢者精神病棟等処置料   15点  (1日 につき)

[算定要件]

高齢者医療確保法に規定する療養の給付を提供する場合であって、結核病棟又は精神

病棟に入院している患者であって入院期間が1年を超えるものに対して、創傷処置や皮

膚科軟膏処置を行つた場合、その種類又は回数にかかわらず、所定点数を算定する。

【算定状況】社会医療診療行為別調査 (各年 6月 審査分)

平成 19年

(老人処置)

平成20年

(老人精神病棟等処置料)

実施件数 算定回数 実施件数 算定回数

J001-5後期高齢者処置 2,088 39,212

J001-6後期高齢者精神病棟等処置料 3,816 101,862 136,669



0001-2 後期高齢者在宅療養口腔機能管理料 180点 (月 1回 )

[算定要件]

1 在宅療養支援歯科診療所に属する歯科医師が、在宅又は社会福祉施設等におい

て療養を行つている通院困難な後期高齢者に対して歯科訪間診療を行つた場合で

あつて、患者の歯科疾患の状況及び口腔機能の評価の結果等を踏まえ、歯科疾患

及び口腔機能の管理計画を作成し、当該患者又はその家族等に対して文書により

提供した場合に算定。

2 歯科疾患管理料は別に算定できない。

【届出医療機関数】

平成20年度

在宅療養支援歯科診療所 3,039

【算定状況】平成20年社会医療診療行為別調査 (6月審査分)

歯科C001¨2 後期高齢者在宅療養口腔機能管理料

(5)後期高齢者については、外来の院内投薬の場合には、従前の薬剤
情報提供料の老人加算について、後期高齢者医療制度の施行に伴い

廃止し、後期高齢者診療料を算定する患者以外の患者に対して「お

薬手帳」に記載した場合等の評価に改めた。

また、調剤報酬における従前の薬剤服用歴管理料の加算である服

薬指導加算と薬剤情報提供料を廃止するとともに、薬剤服用歴管理

料の算定要件に、患者等から収集した服薬状況等の情報に基づき服

薬指導すること及び「お薬手帳」に薬剤情報や注意事項を記載する

ことを新たに追加し、その評価を引き上げている。

(4)後期高齢者が入院中に服用した主な薬剤の情報の管理が、退院後に

も継続的に行えるような取組を平成20年度より評価している。

後期高齢者退院時薬剤情報提供料  100点 (退院時 1回 )

[算定要件]

後期高齢者である患者の入院時に、服用中の医薬品等について確認するとともに、

入院中に使用した主な薬剤 (副作用が発現した薬斉1や退院直前に投薬又は注射された

薬剤等)の名称並びに副作用が発現した薬剤については、投与量、当該11作用の概要、

講じた措置 (投与継続の有無等を含む。)、 転帰等について、当該患者の薬剤服用歴

が経時的に管理できるような手帳 (いわゆる「お薬手帳」)等に記載した場合に算定
`

【算定状況】平成20年度社会医療診療行為別調査 (6月 審査分)

実施件数 算定回数

B014後期高齢者退院時薬剤情報提供料 34,589 34,639



O

0

3011‐3 薬剤情報提供料

注 2 後期高齢者加算  5点 (月 1回、処方の内容に変更があつた場合はその都度)

[算定要件]

後期高齢者である患者に対して、処方した薬剤の名称を当該患者の手帳に記載する

とともに、当該薬剤に係る名称、用法、用量、効能、効果、日1作用及び相互作用に関

する主な情報を文書により提供した場合に、月 1回に限り (処方の内容に変更があつ

た場合は、その都度)加算

囲 18 後期高齢者薬剤服用歴管理指導料 35点 (処方箋受付 1回につき)

[算定要件]              .

後期高齢者である患者について,次に掲げる指導等のすべてを行つた場合に算定。

1 患者ごとに作成された薬剤服用歴に基づき、投来に係る薬剤の名称、用法、用

量、効能、効果、副作用及び相互作用に関する主な情報を文書等により患者に提

供し,薬剤の服用に関し、基本的な説明を行う

2 処方された薬剤について、直接患者又はその家族等から服薬状況等の情報を収

集して薬剤服用歴に記録し、これに基づき薬剤の服用等に関し必要な指導を行う

3 調剤日、投薬に係る薬剤の名称、用法、用量、相
=作
用その他服用に際して注

意すべき事項を患者の手帳に記載する

【算定状況】社会医療診療行為別調査 (6月 審査分)

平成19年

(老人カロ算)

平成20年

(後期高齢者加算)

実施件数 算定回数 実施件数 算定回数

3011-3 注2 後期高齢者カロ算 626,384 784,230 722,806 883:057

平成20年社会医療診療行為別調査 (6月審査分)

実施件数 算定回数

調剤18 後期高齢者薬剤服用歴管理指導料 13,050,960

①

3 他の診療報酬項目と関連の深い項目について
(1)後期高齢者の外来医療に当たつては、治療の長期化、複数疾患のり
患といった心身の特性等を踏まえ、慢性疾患等に対する継続的な管理

を行うことを評価している。

一方で、生活習慣病管理料においても、同様の医学管理に対して

評価を行つている。

B016 後期高齢者診療料 600点 (月 1回 )

[算定要件]

1 保険医療機関である診療所又は当該病院を中心とした半径4キロメートル以内に

診療所が存在しない病院。

2 入院中の患者以外の患者であつて別に厚生労働大臣が定める慢性疾患を主病とす

るものに対して、後期高齢者の心身の特性を踏まえ、患者の同意を得て診僚計画を定

期的に策定し、計画的な医学管理の下に、栄養、運動又は日常生活その他僚養上必要

な指導及び診療を行つた場合に算定できる。

3 診療計画には、療養上必要な指導及び診療内容、他の保ぼ・医療・福祉サービスと

の連携等をla載する。

4 毎回の診療の際に服薬状況等について確認するとともに、院内処方を行う場合に

は、 経時的に薬剤服用歴が管理できるような手帳等に薬剤名を記載する。
5 患者の主病と認められる慢性疾患の診療を行う1保険医療機関のみにおいて算定。

6 当該患者に対して行われた医学管理等、検査、画像診断、処置は後期高齢者診療料
に含まれる。ただし、病状の急性増思時に実施した検査。画像診断及び処置のうち、

550点以上の項目については別途算定できる。

7 当該診療所 (スは医療機関)に次のそれぞれ内容を含めた研修を受けた常勤の医師

がいること。

く研修事項〉 ・高齢者の心身の特性等に関する講義を中心とした研修

・診療計画の策定や高齢者の機能評価の方浩に係る研修

[対象疾患]

糖尿病、1旨質異常症、高血圧性疾患、認知症

A239 後期高齢者外来患者緊急入院診療加算  500点 (入院初日)

[算定要件]

1 診療所において後期高齢者診療料を入院の月又はその前月に算定している患者に

ついて病状の急変等に伴い当該保険医療機関の医師の求めに応じて、当該患者に関す

等

①



る診療情報を変換し、円滑に入院させた場合に算定.

2 後期高齢者診療料で作成する診僚計画に緊急時の入院先としてあらかじめ定めら

れた病院及び有床診療所に限る。

3 入院後24時間以内に当該診療所の医師と入院中の担当医が診療情報を交換した

場合も算定できることとする。

4 入院先の保険医療機関の医師は、患者の希望する診療内容について主治医に確認し

その内容を共有すること。

B017 後期高齢者外来継続指導料  200点 (退院後初回診療日)

[算定要件]

1 後期高齢者診療料を入院の月又はその前月に算定している患者が他の保険医療機

関に入院した場合であつて、当該患者が退院後再び継続して当該後期高齢者診療料

を算定する保険医療機関において診療を行つたときに、退院後の最初の診療日に算

定。

2 外来で再び継続して診療を行うに当たっては、入院していた保険医療機関から入

院中の診療に関する情報提供を受けること。

1届 出医療機関数】

平成20年度

B016 後期高齢者診療料 25病院

9,536診療所

【算定状況】平成20年社会医療診療行為別調査 (6月審査分)

B016 後期高齢者診療料

A239 後期高齢者外来患者緊急入院診療カロ算

3017 後期高齢者外来継続指導料

①

(4)診療所後期高齢者医療管理料
本点数は平成8年に「診療所老人医療管理料」として創設され、
平成20年度診療報酬改定時に名称のみ変更して現在に至る。

(2)後期高齢者が入院中に指導された栄養管理が退院後にも継続的に行
えるような取組を評価している。一方で、栄養管理実施加算等におい

ても、入院患者の栄養状態の改善に対する取組みを評価している。

B015 後期高齢者退院時栄養・食事管理指導料  180点 (退院時 1回 )

[算定妥1キ]

栄養管理計画に基づき栄養管理が実施されている後期高齢者であつて、低栄養状態

にある患者の退院に際して、管理栄養士が患者又はその家族等に対して、退院後の在

宅での栄養・食事管理について指導及び情報提供を行つた場合に算定b

【算定状況】社会医療診療行為別調査 (各年6月 審査分)

平成20年

実施件数 算定回数

B015後期高齢者退院時栄養。食事管理指導料 5,198 5,198

A316 診療所後期高齢者医療管理料

1 14日 以内の期間  1,080点 (1日 につき)

2 15日 以上の期間   645点 (1日 につき)

[算定要件]

在宅療養計画を策定し、その計画に基づき、在宅での療養を行つている者の適切な在宅

医療を確保するための診療を目的として診瞭所に入院させた場合に算定。

【届出医療機関数】

平成19年度

〈診療所老人医療管理料)

平成20年度

鯵療所後期高齢者医療酬

A316 診療所後期高齢者医療管理料 335施設

1,454ラに

【算定状況】平成20年社会医療診療行為別調査 (6月審査分)

平成19年

(診療所老人医療管理料)

平成20年

(診療所後期商齢者医療管理料)

実施件数 算定回数 実施件数 算定回数

A316 診療所後期高齢者医療管理料 8,304



4 ガイドラインに沿つた終末期における十分な情報提供等の評価

安心できる終末期の医療の実現を目的として、患者本人による終末

期の医療内容の決定のための医師等の医療従事者による適切な情報提

供を評価するため、平成20年度診療報酬改定の際に創設された (平成

20年7月以降、算定を凍結).

B018 後期高齢者終末期相談支援料  200点 (1回に限る)

[算定要件]

1 終末期における診療方針等について十分に話し合い、文書 (電子媒体を含む)又

は映像により記録した媒体にまとめて提供した場合に算定。

2 患者に対して、現在の病状、今後予想される病状の変化等について説明し、病状

に基づく介護を含めた生活支援、病状が急変した場合の延命治療等の実施の希望、

急変時の搬送の希望並びに希望する際は搬送先の医療機関の連絡先等終末期におけ

る診療方針について話し合い、文書等にとりまとめ提供する。

3 入院中の患者の診療方針について、患者及び家族等と話し合いを行うことは日常

の診療においても必要なことであることから、入院中の患者については、特に連続

して1時間以上にわたり話し合いを行つた場合に限り算定できることとする。

4 患者の意思の決定に当たつては、「終末期医療の決定プロセスに関するガイドラ

イン」 (平成18年 5月 21日 医政発第0521011号)及び「終末期医療に関するガイドラ

イン」 (日本医師会)等を参考とすること。  等

0005 在宅患者訪問看離・指導料

0005-1-2 居住系施設入居者等訪問看護 。指導料

注 7 後期高齢者終末期相談支援加算 200点 (1回に限る)

[算定要件]

利用者の同意を得て、保険医と共同し、利用者及びその家族等とともに、終末期

における診療方針等について十分に話し合い、その内容を文書等により提供した場

合に算定。

9 後期高齢者終末期相談支援料 200点 (1回に限る)

[算定要件コ

在宅患者について、患者の同意を得て、保険医及び看護師と共同じ患者及びその

家族等とともに、終末期における診療方針等について十分に話し合い、その内容を

文書等により提供した場合に算定する。

【算定状況】平成20年社会医療診療行為別調査 (6月 審査分)

実施件数 算定回数

B018 後期高齢者終末期相談支援料

C005注 7後期高齢者終末期相談支援カロ算

C005-1-2注 7後期高齢者終末期相談支援加算

調斉り19 後期高齢者終末期相談支援料

第3 論点

1 高齢者の生活を重視し、介護 口福祉サービスとの円滑な連携を推進す
る取組みに対する診療報酬上の評価について、どう考えるか (参考資料
P2～ 3)。

2 他の診療報酬項目で評価しているものと関連の深い診療に関する診療
報酬上の評価について、どう考えるか (参考資料P2～ 3)。     .

3 現行では後期高齢者に着日しているが、他の年齢層にも共通する課題
に関する診療報酬上の評価について、どう考えるか (参考資料P2～ 3)。

4 終末期を巡るこれまでの議論を踏まえ、後期高齢者終末期相談支援料
の在り方について、どう考えるか (参考資料 P16～ 23)。



後期高齢者に係る診療報酬

後期高齢者に係る診療報酬について

(参考資料)
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後期百齢者に係る診療報酬

囲

■後期高齢者
特定入読出本料
923点 /日

■後期高齢者処置
:2点 /日

■後期高齢者
精神病棟等処置料
16点/日

後期高齢者診療料の検証結果① ,算定状況

後期高齢者診療料の算定状況に係る調査 (平成21年 5月 中医協検証部会)

(1)後期高齢者診療料の算定状況

算 定 状 況

(N口 1,102)

0“     10%    20■     3071    40%    ●0%    00%    7011    ●0%    90%   100%

.         口算定あり     ●1算定なし

(2)医療機関が後期高齢者診療料を1人も算定していない理由
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後期高齢者診療料の算定状況に係る調査 (平成21年 5月 中医協検証部会)

(3)後期高齢者診療料の算定後のよかつた点

■後期高齢者診療料  600点 (月 1回 )

【基本的な考え方】

後期高齢者の外来診療について、治療の長期化、複数疾患の罹患といつた

心身の特性を踏まえ、慢性疾患等に対する継続的な管理を行うことを評価。

【具体的な内容】

○定期的に診療計画を作成し、総合的な評価や検査等を通じて患者を把握し、

栄養、運動又は日常生活等につき療養上必要な指導及び診療を行う。

○診療計画には、他医療機関での診療スケジュール、他の保健・福祉サービスとの

連携等について記載。

【施設要件】

○診療所 又は半径4km以内に診療所が存在しない病院

○後期高齢者の心身の特性を踏まえた療養を行うにつき必要な研修を受けた

常勤の医師を配置

【対象疾患】結核、甲状腺障害、精尿病、脂質異常症、高血圧性疾患、不整脈、心不全、

1闘血管疾患、喘息、気管支拡張症、胃潰瘍、アルコール性慢性膵炎、認知症

□後期高齢者退院時
薬剤情報提供料
1∞点(退院時1回 )

0後期高齢者退院時
栄養・食事管理指導料
180点 (退院時 1回 )

◆後期高齢者在宅療養
口腔機能管理料
180点/月

日薬剤情報提供料の加算
(後期高齢者手帳記載加算)
5点 /月

□後期高齢者薬剤服用歴
管理指導料
35点 (処方せん受付1回につき)

||  リ
■診療所後期高齢者医療管理料
・14日 以内の期間 :1.000点 /日

・15日 以上の期間 :645点/日

(N-201)° 望

(4)後期高齢者診療料の算定前後の診療等に対する患者の満足度の変化

満足度
(N=203)

0%     10■     20%    30%    40%    50%    60%    70%    80%    90%    100%

日とても満足   口滴足   口変わらない   口不満    ■とても不満

【注】各点敗に係る主な職組は有の通り。  ■:医師 ◆:歯科医師 口:薬剤師 ◇:管理栄養士



.後押高齢者診療料の検証1鋳界Q:脚 会の評価
(1)届出と算定状況の乖離

○後期高齢者診療料の届出を行っている医療機関のうち約9割が算定せず。
O理由として指摘されている事項
・患者が後期高齢者診療料を理解することが困難
・患者、家族から後期高齢者診療料の算定について同意を得ることが困難

`  ・他の医療機関との調整が難しい
・コスト面での理由

(2)患者による評価の多様性
〇患者調査において
O満足度について、

(3)診療報酬としての意義
O一部で懸念された受療制限等の患者の不利益は確認されなかったが、
一方で患者に対するメリットも明確にはならなかった。

O当該制度から生ずる患者の利益、不利益は一定期間継続された医師・患者
関係の下で表れるという性格のものであるため、制度発足から間もない時点

の調査では限界があつたのではないか。
8

。名称を変更
老人特定入院基本料→後期高齢者特定入院基本料

・病棟機能の明確化の観点からの対象患者の見直し

※重度の意lt障害、人工呼吸器装着、喀痰吸引等
の上塾脳卒中患者や認知症の患者を減額対象に

※半年間の猶予期間を設定(10月 1日施行)

・退院調整加算を新設

・脳卒中医療の充実
※ 急性期の治療の37価

楽場管鰊     9

【参考】特定除外対象患者となる場合の「一定の基準」(平虚0年3月 5日厚生労働省告示第62号より)

別表第四 厚生労働大臣が定める状態等にある患者
― 難病患者等入院診療加算を算定する患者

二 重症者等療養環境特別加算を算定する患者

二 重度の肢体不自由者 (脳卒中の後遺症の患者及び認知症の患者を除く。)、 書髄損傷等の重度障害者(脳卒中の

後遺症の患者及び認知症の患者を除く。)、 重度の意識障害者、筋ジストロフィー患者及び難病患者等

四 悪性新生物に対する治療(重篤な冨1作用のおそれがあるもの等に限る。)を実施している状態にある患者

五 観血的動脈圧測定を実施している状態にある患者

六 ′b大血管疾患リハビリテーション料、脳血管疾患等リハビリテーション料、運動器リハビリテーション料又は呼吸器

リハビリテーション料を実施している状態にある患者(患者の入院の日から起算して百八十日までの間に限る。)

七 ドレーン法又は胸腔若しくは腹腔の洗浄を実施している状態にある患者

ノヽ 頻回に喀痰吸引及び干渉低周波去痰器による喀痰排出を実施している状態にある患者

九 人工呼吸器を使用している状態にある患者

十 人工腎臓、持続緩徐式血液濾過又は血漿交換療法を実施している状態にある患者

十一 全身麻酔その他これに準ずる麻酔を用いる手術を実施し、当腋疾病に係る治療を経続している状態(当該手術

を実施した日から起算して三十日までの間に限る。)にある患者

十二 前各号に掲げる状態に準ずる状態にある患者

(1)月 の初めから90日を超えて入院している患者の1日 あたり算定点数

欄 脚 莉

特定除外

牛数 10,00(

1日当たり点数

盆点数 2,07( 2,55'

内)入院基本料 1,00[

内)入院基本料以外

特定

牛数 1

1日当たり点数

常点数 1,29(

内)入院基本料

内)入院基本料以外

がん、人工呼吸器装着患者、
難病患者、重度の障害者等の

密度の高い医療が必要な患者は
密度の高い医療の必要性が低い

患1野力ち村傷歓平成10年より実施)

(2)一般病棟入院基本料算定患者のうち、平成19年 5月 に入院期間が90日 を超える患者の内訳

件 叡

総数 一般 老人

)0日を越えても一般病棟入院基本料を算定し続けている明細書 2547 1707(

)0日 を越えて、―般病棟入院基本料から老人特定入院基本料に移行したレセ
ノト(※一般と老人特定どちらを先に算定しているかは不明)

剛 ①

出典:平成20年社会医療診療行為別調査
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保険局医療課調べ
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1.概要

「既に入院している患者J及び「疾病発症当初から当該病棟に入院した新規入院患者」のうち、
医療機関が退院や転院に向けて勢力をしているものについては、機械的に診療報酬の減額の対象と
することはしない。

2.具体的な手続きの流れ

※1:平成20年7月 時点    ※2:社会医療診療行為別調査 (平成21年 6月 審査分) ※3:夜間看醸配置加算1の場合
※4:実質配置30:1相 当。医療区分2・ 3の 患者が8割を超える病棟は、看護職員4:1、 看護補助者4:1(実質配置20:1相 当)。

後期高齢煮特定八院基本料算定回数の推移 病床規模別特定入院基本料算定件数

■

■
■

■

中口件数

‐ 特定/一般の比率

′

ノ

■ k
| . H~日

｀`

|||.|.

キξξ∫ヾ デ

=i診 i鷺撃

重度の意識障害、人工呼吸器装着、喀痰吸引等のない脳卒中患者・認知症患者

医療機関が退院支援を実施

※ 社会保険事務局に、退院支援状況報告書を提出いただく。

※ 退院支援状況報告書には、病名や日常的に行われている医療行為、退院に係る問題点・課題や
退院|ヒ向けた支援の概要等を記載していただく予定。

機械的に減額の対象とすることはしないし

‐‐ ‐一般病棟後期高齢者特定入院基本料

―■―専「用病院後期高齢者特定入院基本料

― 障害者施設年後期高齢者特定

― 後期高齢者特定入院基本料計

A貯 |=サ)1豪艶9蝉景ま,有 |■11「尋有IF‐甲1,
有床診療所
入院基本料1

有床診療所
入院基本料2

有床診療所
療養病床入院基本料

病沐種別 一般病床 療養病床 ―般病床・療養病床

7日 以内     810点
8日 以上14日 以内 660点
15日 以上30日 以内 490点
31日 以上    450点

7日 以内      640点
8日 以上14日 以内  480点
15日 以上30日 以内 320点
31日 以上     280点

A 975点
B 871点
C 764,点
D 602点
E 520点

14日 以内 1,080点
15日 以上 645点

出来高
検査。投薬・注射・病
理診断。一部の画像
診断及び処置包括

包括
(栄養管理実施加算、医療安
全管理加算、褥療患者管理
加算等は算定可)

1看革職員| 5以上   1    1以 上5未満 6対 1※ 4

看護十介護 3対 1
1看諄

"助

着| 6対 1× 4

I夜勤
11

看護要員1以上※3 看護要員 1名

贈LE施設薮※| 8,022施設 1,247施設 335施設

篇島鵬栞頭*1 102,064床 10,443,ヽ 1.454床

事定回数挙2 1,004,742回  1      124,892回 214,856回 8,175回



援料の概要 ]

■後期高齢者終末期相談支援料  200点 (1回に限る)

【基本的な考え方】
'安
心できる終末期の医療の実現を目的として、患者本人による終末期の医療

内容の決定のための医師等の医療従事者による適切な情報の提供と説明を評
価する。

【具体的な内容】

O医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復を見込むことが

難しいと判断した後期高齢者について、患者の同意を得て、医師、看護師、

その他関係職種が共同じ、患者及びその家族とともに、終末期における

診療方針等について十分話し合い、その内容を文書等にまとめた場合を評価。

O患者の意思決定に当たつては、「終末期医療の決定プロセスに関する
ガイドライン」、「終末期医療に関するガイドライン」を参考にする。

後期高齢者終末期相談支援料に係る調査 (平成21年 5月 中医協検証部会)

(1)終末期の治療方針等についての話し合いに関する国民の意識

①全体    合計
(N=1,200)

0%    10%    20%    30%    40%    501    00%    70%    80%    90%   100%

目話し合いを,ヽたい 晰 し合いを椰 tくない 日わからない 鴫 回答

一口［Ｈ
後期高齢者終末期相談支援型2検証結果0_1満足度:J
後期高齢者終末期相談支援料に係る調査(平成21年5月中医協検証部会)

(2)話し合い後の患者・家族の状況陣例調査における医療スタッフの回答)

①本人の様子 合計
(N=2,420)

00■

0.8“

08%

口話し合いを行いたい  ●話し合いを行いたくない  口わからない  口無回答    17

口鷹し合つてよかつた           口どちらかといえば、話し合つてよかつた

●どちらかといえば、情し合わなければよかった 口諸し合わなければよかった

●わからない               、本人は話し合いに同席しなかつた
口不明

口話し合つてよかつた            コどちらかといえば、話し合つてよかつた

日どちらかといえば、語じ合わなければよかった 口話し合わなければよかった

口わからない              国家族は話し合 1ヽこ同席しなかった

●不明

(3)話し合い後の文書の提供に関する国民の意識

①話し合いの内容をとりまとめた文書等の提供の希望 ②話し合い結果をとりまとめた文書の提供状況

口薔菫する  口■菫しなしヽ  日どちらともし颯ない  口●日書

③文書等の提供を希望する理由く複数回答>
●■侯してttい ロー●II彙している ●全て,■しolる ●不明

岬 牛 :1晏1, l''コ ::合

説明を受けたことについて、後で確認したいから

,加できない瞑族も含めて、家族全員で、話し合いの内容を共有したいから 002%

医療側にも、合意した内春を共有してほしいから

その他

総   数 740 100.0%

1 文書の提供を「希望する」害1合が72.3%と高い一方で、施設調査では、「文書は提供 |

|していない」割合が高く、医療機関側と一般国民の意識との三れも明らかになった9_」 19

合 II
(N● l・024) ［̈　　一̈　　̈̈

”

②年齢階層別 溜」lふ
00-30n
(N=103)
40-40餞
(N=10')
50‐ 80餞
(N=240)
00‐ 04麟

(N=110)
05-74歳
(N=243)
75歳以上
(N=100)

畷   101  20%  301  4∝   50■   601  7鶴   80%  00% 100%

後期高齢者終末期相談支援料の検証結 国民の意識



後期高齢者終末期相談支援料の検証結果④ 費用への意識

後期高齢者終末期相談支援料に係る調査 (平成21年 5月中医協検証部会)

(4)公的医療保険から医療機関に費用が支払われることに対する国民の意識

①全体 合 t■
(N‐ 1,209)

0■     101    20■    00%    40■    50■    00%    70■     00%    00%   100%

口好まい  醐 ましくない  口どちらLttヽえない  口無回答

②年齢階層別
20-20餞
〈N=:10)
10-30戯
(N=103)
40-40歳
(N=107)
50-6●蔵
(N=240)
10-04繊
(N=113)
05-74離
(N=243)
76歳以上
(N=100)

0■     10■     20■    30■    40%    50■     00■    70%    00■    00■    100%

口好ましい   ●好ましくない   ●どちらともいえない   口無回答   20

(1)国民の意識
O終末期の治療方針等について「IIし合いを行いたいJ割合は84.7%と高かった。
O一方で、

(2)患者本人の話し合いへの参加
O事例調査において患者本人の参加が17,7%とさほど高くなく、話し合いの実際
と一般国民の意識の違いが見られた。

(3)話し合いの影響
O実際に話し合いが患者や家族にもたらした影響として、「不安が軽減された」
「よりよい決定に生かされたようだった」等のプラスの影響が比較的多く見られた。

(4)診療報酬としての意義   .
0平成20年 7月 より後期高齢者終末期相談支援料についでは凍結措置が講じら
れているが、一般国民に対する意識調査において、公的医療保険から医療機
関に対して相談料が支払われることについては、「好ましい」「好ましくない」
「どちらともいえないJがほぼ措抗していることも踏まえ、そのあり方については

今後とも引き続き検討を行う必要がある。                 21

平成 20年 6月 25日

厚 生 労働 大 臣

舛 添 要 一

中央社会保険医療協議会

会 長  遠 藤  久 夫

答 申 書

(後期高齢者終末期相談支援料等の凍結について)

平成 20年 6月 25日 付け厚生労働省発保第 0625001号 をもつて諮間のあ
つた件について、下記の通り答申する。

記

1・ 後期高齢者終末期相談支援料は、社会保障害議会後期高齢者医療の在り

方に関する特別部会において取りまとめられた「後期高齢者医療の診療報

酬体系の骨子」(平成 19年 10月 10日 )や、同審議会医療保険部会 。医療
部会において取りまとめられた「平成 20年度診療報酬改定の基本方針」(平

成 19年 12月 3日 )に基づく診療報酬の改定を行うべきとの厚生労働大臣

からの諮問を受け、本協議会において真摯な議論を重ね創設したものであ

り、終末期における診療方針等について、患者本人、家族、医療従事者 と

が十分話 し合いを行い、その内容を支書等にまとめた上で患者に提供する

ことを評価 したものである。                ・

この相談支援料は、患者が、本人の納得のいく診療方針で、尊厳 と安心

をもって充実 した環境の中で残 された 日々を過ごすことができるようにす

ることを目的としたものである。医療費の抑制を目的とするものでないこ

とはもちろんのこと、患者に対 して意思の決定を追るようなものではなく、

殿

4.0■

後期高齢者終末期相談支援料の検証結果⑤ 検証部会の評価



患者の自発的な意思を尊重するものであるにも関わらず、その趣旨。内容

が国民に十分周知されず、国民に誤解と不安を与え、その結果として、算

定凍結の措置を講ずるに至ったことはやむを得ないこととはいえ、誠に遺

憾である。

2.本協議会では、診療報酬改定後のしかるべき時期にその実施状況等につ
いて調査・検証を行い、必要があれば見直しを行 うということを基本とし

ている。そのような中で、必要な調査・検証が行われないままに、凍結と

の諮問が行われたことは、極めて異例なことであると言わぎるを得ない。

しかし、本協議会としては、相談支援料に対する誤解とそれに基づく不

安がある現状において、相談支援料の算定をこのまま継続することは、当

初の相談支援料の意図の実現が十分に期待できない可能性があるとの判断

をした。

今回の措置は、このような特別な事情に基づき実施するものであり、確

固としたエビデンスと検証を踏まえて十分に議論した上で対応するという、

これまでの診療報酬改定の基本的な考え方を変更するものではないことを

確認する。

なお、本協議会としては、国民の誤解と不安を解消するとともに、終末

期における情報提供と相談支援に関する実態について情報収集や検証等を

早急に行い、その結果を踏まえ、算定の再開を含めた総合的な議論をした

いと考えている。

3.今回の措置は、国民の理解を得るための努力不足がその大きな原因とな
つている。厚生労働省は、再びこのようなことが起こることのないよう、

診療報酬改定を行うに当たつては、その趣旨や内容を国民に対して十分に

説明するものとするほか、誤解を生じさせるような指摘等に対してはしつ

かりとした対応をとることを強く望むものである。

また、これを契機として、終末期医療について開かれた国民的議論が行

われるよう望むものである。
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介護保険との連携について

第1 医療保険と介護保険の連携の状況について
1 65歳 以上人口の割合は増加しており、要介護 (要支援 )認定者数も増
加している(参考資料 Pl～ 2)。

2介 護サービスを受けるためには、居住地の市町村への申請を行い、認定
調査・主治医意見書に基づいた要介護認定を受ける必要がある。原貝1と

して、申請の受付から認定結果の通知については、30日 以内に行うこと

とされている(参 考資料 P3)。

3主 治医意見書には、介識サービス提供時の医学的観点からの留意点、
利用する必要があると考えられる医療系サニビス等の情報が含まれてお

り、患者本人及び主治医の同意によって居宅介護支援事業者等(以下ケ

アマネージヤー)が介護サービス計画 (以 下、ケアプラン)を作成に利用す

るこ:とが可能である(参 考資料 P7～ 8)。

4介 護老人保健施設には常勤医師が配置されているため、比較的病状が
安定している者に対する療養については当該医師により提供可能である

ことから、介護老人保健施設入所者に対する診療料については、施設入

所者以外の患者に対するのとは別の整理を行うている(参考資料 Pll～

14)。

第2現 状と課題
1 入院患者のスムーズに在宅復帰を可能にするに|す、地域の事業者等に
ついて、情報提供可能なケアマネージャーと、入院時から連携することが

重要である。特に、入院前から在宅で居宅系サービスを利用していた患

者の場合、そのケアプランの作成を担当していたケアマネージャーと入院

早期から適切な連携を図ることが必要である(参考資料 P4)。

2ケアマネージャーヘの調査によると、他機関との連携に関する悩みのうち、
主治医との連携が取りにくいとの回答が 57.2%を 占めた。また、主治医意

見書は、居宅において介護を受ける患者に医療と連続した適切なサービ

スを提供するために重要な情報が記載されているが、入手していない割

合が5割を超えるケアヤネージヤーが21%以 上見られた(参考資料 P5～

8)。

3老健施設入所者においても、がん患者等が入所している例が見られるが、
現状、内服の抗腫瘍剤は医療保険から算定可能としているものの、注射

の抗腫瘍剤は算定できないこととしている。近年、外来化学療法の安全

性の向上等により、外来化学療法患者が増加傾向にあり、今後、老健施

設への入所を必要とする外来化学療法患者が増加することも想定される

(参考資料 P9～ 14)。

第3診 療報酬上の評価
1退 院後、在宅療養へ移行する患者について、退院後の在宅療法を担う
医師と入院中の医療機関の医師が共同して指導を行つた場合の評価を

設けるとともに、退院後の在宅療養を担う薬剤師や訪問看護ステーション

の看護師、ケアマネージャー等も加わった場合の加算を設けた。

2平 成21年 度介護報酬改定において、ケアマネージャーが入院中の医療
機関の職員と面談を行つた場合の評価を行つた。

B004 退院時共同指導料 1

1 在宅療養支援診療所  1,000点

B005 退院時共同指導料2    300点
退院後の在宅療養を担う薬剤師や訪問看護ステーションの看護師、ケアマネ

ージャー等も加わつた場合 2000点

社会医療診療行為別調査 (各年 6月 審査分 )

平成 19年 平成 20年

退院時共同指導料 1

退院時共同指導料 2



イ 居宅介護支援費 (1月 につき)

(1)居宅介護支援費(1)

(― )要介護1又 は要介護2 1,000単 位
(二 )要介護 3、 要介護4又 は要介護5 1,300単 位
二 医療連携加算  150単位
ホ 退院・退所加算

(1)退院・退所加算(I)400単 位
(2)退院・退所加算(H)600単 位

3老 健施設入所者については、介護報酬に包括されている医療行為や薬
剤等又は老健施設入所者に想定されない医療行為や薬剤等については

診療報酬から算定できないこととしている(参考資料 Pll～ 13)。

第4論 点
1 入院後早期から退院後の生活を見通し、適切にケアマネージャーと連携
を行う取組みについて、診療報酬上の評価をどのように考えるか (参考資

料 P3～ 8)。

2老 人保健施設ががん患者をより積極的に受け入れやすくする取組みに
ついて、診療報酬上の評価をどう考えるか(参考資料 P9～ 14)。



介護保険との連携
(参考資料 )

人口推計

伽 叫

1         
要介護 (要支援)認定者数の

警鷲         |

要介護(要支欄 認定者数

{19年 3月末現在)   {20年 3月末現在)
440万 人   ⇒ 453万 人(対前年度 13万人増、2.9%増 )

2

(平成19年介護保険事業状況報告(年報))

介護サービスを受けるまでの流れ

30日以内 (原則)

ユ↑

嗣
幽
盆

区分 颯撫
合計 1嘲

婆介饉ぎ

晏介饉4 :2フヽ

晏介l13 1501

要介I12

要介饉 1 17.0%

ほ過的■介ロ

晏支援2

要支援 1

400

300

200

100

0
平成13年度  平成14年度  平成15年度  平成16年度  平成17年度  平成18年度  平成19年度

口要支援 口要支援1 ●晏支援2 日経過的要介護 口要介lEl 口要介菫2 ●晏介l10 ●姜介l14 口晏介菫5

↓官



口ほlr全■

■0‐0■組
=●1-4●■魔

■ほとんど入●していない

※出典:f■宅介[支慣事
=爾
及び介E支饉車目A■機の■じに腱するコ奎tt平成,フ.lo年 株式会社三■鯰含研洗

「
F)

・ケアマネジメントの業務プロセスに関して、介護支援専門員が、
自分の埠当ケースに対して「ほぼ全員にできている」と回答した割
合が増加

| 
スムーズな介護サービスヘの移行のための連携の在り方

介護支援専門員の悩み
O 介護支援専門員が処遇困難と感じる利用者像    0 他機関との連携に関する悩み

ケアプラン内容のモ‐ リング

lヶ月に1回のモ導 リング僣果の記録

サービス担当者会自の開催

担当■への専目的な意■の熙会

鰯     20%    41●     Oo“     801

0■   101  201  00“   401  50%  60%  70■   801  009t

N賃21bbをな板薇画書)|

割合(96)

全体 :00.9

主治Eとの選携が取りにくい 572

市町村から晏介饉澤定精果の通知が

来るのが選い

サービス事業者・担当者からの情報提供が

少ない

222

サーヒ

'事
業者・担当者と日程的に会臓が

開催できない

サービス事業者にサービス提供票を

作成・送付する手間

事ヽⅢ
'季

にli
割合〈96)

全体 100■

独層の利用者 33,

素族のな向が強く撮り回熱 る利用者 32.2

本人と漱族の意向ntおなる利用者

ケアマネが必要と考えるサービスを

受け入れない利用者   .
認知走などな患表示ポ困難な利用者

自己負担できる金颯に制限のある利用者 2■7

※出真:r居宅介讚支援事業所及び介鎮支銀専門員業務の実思に関する日董」(平成19年株式会社三菱■合研究所)



主治医意見書 記入日 平成  年  月  日

上記の申請者に関する意見は以下の通りです。

主治医として、本意見書が介護サービス計画作成に利用されることに

医師氏名

□初ロ ロ2回月以上

(有の場合)→国内科 □精神科 □外科 □整形外科 □脳神経外科 □皮膚科 □泌尿器科
□婦人科 □眼科 □耳鼻咽喉科 ロリノヾ

"■
カン科 □歯科 □その他 (

利き腕 (□右 □左)身長=l  icn体 重=l  lkg(過去6ヶ月の体重の変化 □ 増カロロ維持 □減少 )
□四肢久損

□麻痺

(1154b2 :

□右上肢 (程度 :□軽 □中 □重) □左上肢 (程度 :□軽 □中 □重)
□右下肢 (程度 :□軽 □中 □重) □左下肢 (程度 :□軽 □中 □重)
□その他 (部位 :     程度 :□軽 □中 □重)

□筋力の低下   館略
“□関節の拘縮   (部位 :

口関節の痛み   (部位 :

□失調・不随意運動 ・上肢 口右 □左   。下肢 □右 □左
□褥麿      (部 位 :

□その他の皮膚疾患 (部位 :              ___程 度 :□軽 □中 □重)

程度 :□軽 □中 □重)
程度 :□軽 □中 □重)
程度 :□軽 □中 □重)
・体幹 □右 □左

程度 :□軽 □中 □重)

(1)診断名 (特定疾病または生活機能低下の直接の原因となっている傷病名については1.に記入)及び発症年月日

1.                      発症年月日  (昭和。平成   年   月   日頃 )

発症年月日  (昭和。平成   年   月   日頃 )

発症年月日  (昭和。平成   年   月   日頃 )

(2)症 状としての安定性               □安定    □不安定   □不明
(「不安定Jと した場合、具体的な状況を記入)

〈3)生活機能低下のE摂の原因となつてい
腱近 (概ねOヶ 月以内)介餞に影響のあつたもの 及び 特定疾病についてはその診断つ根拠等11ついて記入〕

4.生 活機能 とサー ビスに関す る

(1)移動
屋外歩行           □自立    □介助があればしている   □していない
車いすの使用         □用いていない 口主に自分で操作している  □主に他人が操作している
歩行補助具・装具の使用は数選択可) □用いていない □屋外で使用        □屋内で使用
(2)栄養 。食生活

食事行為      □自立ないし何とか自分で食べられる      □全面介助
現在の栄養状態   □良好                    □不良
→ 栄春,全生活上の留薫点 (
(3)現在あるかまたは今後発生の可能性の高い状態とその対処方針
□尿失禁 回転倒 。骨折  □移動能力の低下 □褥療 □心肺機能の低下 □閉じこもり □意欲低下  □徘イ回
□低栄養 □採食・職下機能低下 □脱水 □易感染性 □がん等によぅ疼痛 口その他 (      )
→ 対処方針 ( )

(4)サービス利用による生活機能の維持・改善の見通し
□期待できる      □期待できない       □不明

(5)医学的管理の必要性 〈特に必要性の高いものには下線を引いて下さい。予防給付により提供されるサービスを含みます。)
□訪間診療       □訪間看護        □看護職員の訪間による相談 。支援  □訪問歯科診療
□訪間薬剤管理指導   □訪間リハビリテーション ロ短期入所療養介護        □訪問歯科衛生指導
□訪間栄養食事指導   □通所リハビツテーション ロその他の医療系サービス (           )
6)サービス提供時における医学的観点からの留意事項
mEE□特になし □あり(           )・ 移動 □特になし □劫  (             )
腋 □特になし □あり(            )。 渤  □特になし □初 (              )
軒 □特になし □拗 (            )。 その他 (                      )
(7)感染症の有無 (有の場合は具体的に記入して下さい)
□無 1 固有 ( ) 口不明

2.特別な医療 〈過去 14日間以内に受けた医療のすべてにチェック)

ロレスピレーター  □気管切開の処置   □疼痛の看護 日経管栄養
ロモニター測定 (血圧、心拍、酸素飽和度等)□褥清の処置
ロカテーテル (コ ンドームカテーテル、留置カテーテル

び介護サrビス計画作成時に必要な医学的なご意見等を記載して下さい。なお、専門医等に別途意見

(1)日 常生活の自立属等について
,障害高齢者Q日常生活自立度 (寝たきり度) □自立 □」l □J2 □Al □A2 □Bl □B2
・認知症高齢者の日常生活自立度      □自立 □I □Ⅱa □Ib□ Ⅲ` □

Ⅲb□Ⅳ
□Cl □C2
□M

(2)認知症の中核症状 〈認知症以外の疾患で同様の症状を認める場合を含む)
。短期記憶             □問題なし □問題あり
。日常の意思決定を行うための認知能力 □自立   口いくらか困難 □見守りが必要    □判断できない
。自分の意思の伝達能力       □伝えられる □いくらか困難 □具体的要求に限られる □伝えられない
(3)認知症の周辺症状 (該当する項目全てチェック :認知症以外の疾患で同様の症状を認める場合を含む)□無
1兄
=→
{ 日況縁ギ落1 日柔幌行為日長甕髯野 日種冨問曰 □軍劣藉1の抵抗 

□子F徊
(4)その他の精神・神経症状
向無 1国右  r席状名 :                   車門医受診の有無 □有 (     )□ 無〕



外来化学療法件数の推移

職
弾
老人保健施設入所者に対して医療保険か
定できる医療サービスの概要について
併設している病院・

診療所の場合

初 。再診料,外来診療料、往診料
診療情報提供料 (一部のみ)

検査料

[換尋雄舅雲護警予鰤 、儡 赳
喉
〕

処置料

['Iξ壁寧)レ基換息子展昌者艦EF贔羅遍合F資金轟讀署逸屋彗 〕

[峡血管リハビリ≠ど晃坂け 、、ビリテーション等]

ｒ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｌ

内服薬及び外用薬
抗悪性腫瘍剤、疼痛コントロールのための医療用麻薬、抗ウィル
ス剤 (B型肝炎、C型肝炎、AIDS又 はHI∨の効能効果を有

するもの)

「
―
―
―
リ

注射薬
エリスロポエチン、ダルベポエチン (人工腎臓又は腹膜灌流を受けてい
る患者のうち腎性貧血にあるものに投与された場合)
疼痛コントロールのための医療用麻薬
インターフェロン製剤 (B型肝炎、C型肝炎の効能効果を有するもの)、
抗ウィルス剤 (B型肝炎、C型肝炎、AIDS、 HI∨の効能効果を有
するもの)
血反病の治療に係る血液凝固因子製剤及び血液凝固因子抗体迂回活性複
合体

※1 画像診断、放射線治療、病理診断は併設・併設以外に拘わらず算定できる
※2 精神科専門療法は併設 。併設以外に拘わらず算定できない
※3 算定できる項目は機器を持ち込んでも変わらない       11
※4 詳細については別紙参照

外来化学療法加算の算定件数は増加傾向にある。65歳から74歳においては、平成20年に
減少しているが、75歳以上は増加傾向を示している3

■平成18年

口平成10年

薔平成20年

老人保健施設入所者の医療処置の状況

■鷹性新生物  その他

併設していない病院・

診療所の場合

■点滴

■嗜農吸引

●人工呼吸器

●透析

●疼痛管理

口膀騰カテ■テルロ人工膀Jl

■ネブライザー ロ酸素療法
■中心静脈   日経管栄養
■ドレーン   ロモニター測定
●服薬    。その他

口人工肛門

口気管切開

●口療

●じょく療の処置

口医療処置なし
1°

老健施設入所者における医療の必要性

老健施設において、悪性腫瘍の患者が1%程度入所している。

老健施設入所者に占める悪性距瘍患者



(※ 4別紙)

介護者人保健施設入所者に対して医療保険から算定できる項目
諄定できるものについては「○」

在宅療螢指導管理の特定保険医療材料料および材

(※ 6参照)

O呼吸僣環機能検査等のうちD208心電図検査、D2∞負荷心電図検査
リアランステスト、D287内分泌負荷

(悪性新生物に罹患している患者に対して投与された場合に限

ルス剤 (3maT炎またはCelF炎の勉能もしくは効果を有するものおよ
HIV懇染症の効能もしくは効果を有するもの

リスロポエチン (人工腎臓または腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧

チン (人工腎臓または腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血

ェロン製用 (B型肝炎または製 肝資の効能もしくは効果を有する
●′

ルス剤 (B型肝奥またはCWET奥の効能もしくは効果を有するものおよ
は「 llVd染症の効能もしくは効果を有する

ものに

OH001脳血管疾患等リハピリテーション料、H002運動器リハビリテーショ
ン料、H004摂食機能憲法、H005視能」‖線

彗用して点数の算定される特殊なリハビリテーション

ドレーン法 (ド レナージ) O(J007)腰 椎穿■ll
帥 腔穿刺 (洗浄、注入および排液を含む)

O腹腔身刺 (洗浄、注入および排液を含む)

8喀痰吸引 O」022高位浣腸、高圧浣腸、洗腸
-2摘便 0」024酸素吸入 OJ025酸素テント

下記以外のもの

(長径5cln以上で筋肉、臓器に遠するもの [K000「 2」

皮膚切開術 (長径20cm未満のもの [K001「 1」 「2」 ]に限る)
デプリードマン (100c耐未満のもの [K002「 1」 ]に限る)

(極めて複雑なもの [K286「2」 ]を除く)
OK3690困頭員物摘出術 O降 30頸関節脱曰非観血的整復術

下記以外のもの

O(L001)静 脈麻酔 OL105硬膜外プロックにおける麻酔剤の持続的注入

※5 診療情報提供料は、B009注 4に規定する、介護者人保健施設に入所する精神障害
者の社会復帰の促進に必要な情報を当該施設に提供した場合に算定するものに限る



(※ 6)

●介護者人保健施設入所者に対して医療保険から算定できる特定保険医療
材料
0 001腹膜透析液交換セット
O ∞ 2在宅中心静脈栄費用輸液セット
0 ∞ 3在宅寝たきり患者処置用気管内ディスポーザブルカテーテル
O ∞ 4在宅寝たきり患者処置用膀眺留置用ディスポーザブルカテーテル
0 005在宅寝たきり患者処置用栄費用ディスポーザブルカテ…テル
0 006在宅血液透析用特定保険医療材料 (回路を含む)   ・
(1)ダイアライザー (2)吸彗型血液浄化器

●介護老人保健施設入所者に対して医療保険から算定できる在宅療養指導
管理材料加算
O C150血糖自己測定器加算
O C151注入器加算
O C452間欧注入シリンジポンフ加算
O C153注入器用注射針加算
O Cl〔И紫外線殺菌器加算
O C155自 動腹膜灌流装置加算
O C156透析液供給装置力0算
O C157酸素ボンペカ0算
O C158酸素濃縮装置加算
O C159液イヒ酸素装置加算
O C159-2呼 吸同調式デマントノヽプル加算
O C160在宅中心静脈栄費法用輸液セット加算
O C161注入ポンフ加算
O C162在宅成分栄養経管栄贅法用栄螢管セット加算
O C163間 歌導尿用ディスポーザブルカテーテル加算
O Cl(4人工呼吸器加算
O C165経鼻的持続陽圧呼吸療法用治療器加算
O C166携帯型ディスポープブル注入ポンプ加算
O C167疼痛管理用送信器カロ算
O C168携帯型精密輸液ポンプ加算
O C169気管切閲患者用人工鼻加算
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専門的入院治療について

第 1 専門的な入院治療について
アルコール依存症や摂食障害等の専門的な医師やスタッフ等による

治療が必要な疾患の入院治療については、その疾患の特性から専門の

病棟における治療が必要である。

第 2 現状と課題
1 アルコール依存症は本人の嗜好の問題ではなく、精神分野の疾患
であり、近年自殺との関連も明らかとなつていることから、平成 20

年 10月 に決定された自殺対策加速化プランにおいて調査研究の推進

及び継続的に治療・援助を行うための体制の整備等の施策を行うこ

ととされている。また、専門施設に入院するアルコマル依存症患者

は増加している (参考資料 P3～ 8)。

2 摂食障害の患者は近年増加しておりぃ若年の患者が多いにも関わ
らず、栄養障害や自殺等による死亡率が高い難治性の疾患である。

摂食障害の治療については、医師の負担が大きいことや、不採算等

の理由により専門的治療施設は減少傾向にある (参考資料 P10～ 12)。

3 強度高度障害を伴う知的障害・発達障害児 (者 )は 、自傷行動や
異食等の極めて高度な行動障害を有する患者であり、自身の生命や

健康状態に悪影響を及ぼすような行動を取る場合があることから、

医療者による臨床的観察を常に要するとともに、検査や治療を行う

にあたっても、意思の疎通が困難であることや、こだわりが強い等

の理由から、その実施には困難が伴う (参考資料 P14～ 20)。

第 3 現行の診療報酬上の評価
1 アルコール依存症等の専門的な治療について、入院及び集団精神
療法において評価 している。

1005 入院集団精神療法 (1日 につき)  100点
:006 通院集団精神療法 (1日 につき)  270点

【算定件数】各年 6月 審査分

平成 19年 平成 20年

実施件数 算定回数 実施件数 算定回数

入院集団精神療法 1,781 6,350 2,722 8,526

通院集団精神療法 565 596 365

2 摂食障害等の治療についてはこ心身医学療法において評価を行つ
ている。

1004 心身医学療法 (1回 につき)

1 入院中の患者  70点
2 入院中の患者以外
イ 初診時  110点
口 再診時   80点

【算定件数】各年 6月 審査分

平成 19年 平成 20年

実施件数 算定回数 実施件数 算定回数

心身医学療法 入院 499 1,190

心身医学療法入院外 (初診時 ) 7,659 7,659 9,927 9,927

心身医学療法入院外 (再診時 ) 37,032 57,017 26,254 32,577

心身医学療法 20歳未満 加算 3,095 4,187 1,787 2,001



A106障害者施設等入院基本料
1 7対 1入院基本料  1,555点
210対 1入院基本料  1,300点
313対 1入院基本料  1,092点
415対 1入院基本料  954点

【算定件数】各年 6月 審査分

平成 19年 平成 20年

実施件数 算定回数 実施件数 算定回数

障害者施設等 7対 1入院基本料 平成 20年新設 328 8,681

障害者施設等 10対 1入院基本料 36,336 767,984 35,020 876,974

障害者施設等 13対 1入院基本料 10,470 279,739 13,494 293,412

障害者施設等 15対 1入院基本料 15,442 360,497 12,839 312,907

3 強度行動障害を伴う知的障害・発達障害児 (者 )については、障
害者施設等入院基本料等において評価している。

第 4 論点
1 有効性が明らかとなっている、アルコール依存症の専門的な入院
治療について、診療報酬上の評価についてどう考えるか (参考資料

P3～ 8)。

2 専門的な入院治療を提供する医療機関における、摂食障害に係る
診療報酬上の評価についてどう考えるか (参考資料 P10～ 12)。

3 重度の行動障害により、看護必要度が高く、合併症の早期発見 1

治療が必要な患者について、診療報酬上の評価をどう考えるか (参

考資料 P14～ 20)。



参考資料

専門的入院治療について

I アルコール依存症
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10ア ルコール依存症治療に係る診療報酬上の評価について
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年間新規受診忠者数の推移(平成19年度厚生労働科学研究)

口女性患者数

日男性患者数

アルコール専門病床数の推移 (精神・障害保健課調べ)

●アルコール・豪物潟合

●アルコーリレ
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iO摂 食障害治療等にこ対する診療報酬上の評価について

10強度行動障害をともなう知的障害・発達障害医療に対する診療報酬上の   |
1 秤価について                           |
1_……_… _……_………………・・‐‐‐‐‐‐‐‐‐̈‐̈‐‐‐‐̈‐‐̈‐い。‐‐‐‐‐‐‐̈‐……ⅢⅢ……Ⅲ…………‐…‐‐―‐‐‐‐‐‐‐」

アルコTル依存症患者数と専門病:床数の状況

平成12年  平成13年  平成14年  平成15年  平成16年  平成17年  平成18年

※ 専門医療機関への受診患者は増えているが、専門病床数は減少傾向



アルコールの使用と自殺との関連

自死遺族からの聞き取り調査によると自殺既遂者の23%に、死亡1年前にアル
コールのために仕事に支障が出たり、家族を心配させたり、内科疾患を呈すると
いつた現象が認められました。

1自殺予防総合対策センター]

アルコール依存症の専門的治療の実施体制

1諷 毀割暮継ζち配蠣瓢詔L織珈 卍鰐鱗[
率を11き下げることができるとされている。

◆アルコール依存症は、うつ病や統合失調症とは異なる難治性疾患。

◆アルコール依存症の治療は、薬物療法と個人精神療法が主体のうつ病や統合失調症な
どとは異なり、精神科だけでなく、内科診療が必要。

猪溜謄   彗舗魔稽 :雛癬√鶴 くF
要 。

◆このため、毎日の治療プログラムの実施には、次の専門の体制を整え実施。
○専門病棟の確保
○専従の精神科医1名に加え、内科医1名が常駐 (日勤帯)
○専門的な知識と技術を有する作業療法士、臨床心理技術者、精神保健福祉士のう
ち、2名 以上が常駐 (日勤帯)
○病棟看護師も、専門的な知識と技術を有する職員であることが必要。

<専門的な知識と技術を有する職員>

そ螺 賢辮 鼻鶏 菅:た奨繁凛種竜亀声`
関連問事織会的問題や家族教つなどこついて適切

,研
修

*「アルコール依存症臨床医等研修」厚生労働省社会・援餞局障害保健福祉部精神・障害保健課主催

◆うつ病以外の精神疾患等によるハイリスク者対策の推進を図るため、適切な精神科医
療を受けられるようにするための施策が明記されている。

『うつ病以外の自殺の危険因子である統合失調症、アルコール依存症、薬物依存症
等について、調査研究を推進するとともに、継続的に治療・援助を行うための体制の
鮎 、自助活動に対する支援等を行う。』

アルコァル依存症の専門的治療

◆そのため、次の治療の実施が必要

8欝師緞[:Ell     汚テ:曽 1う宮霜1』:』Ih約 2月m
◆退院後も「断酒」を継続していくため、「リハビリ治療」が特に重要。

≪リハビリ治療の具体的内容≫
※)平成20年度から、法務省嬌正局において、飲酒運転事犯受刑者に対する治療として採用されている。

Oリハビリ治療は、断酒の継続と規則正しい日常生活を取り戻すための専門の治療プログラムを用いて実施。

O当

驚

プ

儡 :會薔liilil贋
濯 輻 ミヽ

趾がは

'過

目:騨鶴 ぷ憲場,Th亀基獣編臨『けたのかを理解す&
5週目:断酒のための心構えをつくる。
6週目:様々な場面での再飲酒を防ぐ方法を考える。
7週目:断酒のための具体的な方法を考える。
8週目:これまでの振り返りを行い、今後の方向性を決定。

O目的
艦 曽1設鶴 姿1部饗統甜F雛馨fω季施。
・断酒の必要性について動機付けを行う。
・患者が
,]り鷺翠 』着i繁畠 :]潔罪 ,よ

引J日のカ グラム〈ミーテインス 勉強会、運動療法、生活・作業療法、

・断酒を目的とした諄知行動療法などを行う。
・家族や職場関係者等への治療的アプローチと環境調整を行う。
・外泊など社会復帰のための訓線を行う。
・治療内容の評価を多職種で行い、診療録に治

アルコール依存症の診断(ICD-10)

[下記のo項目中3個以上あてはまると診断]

①
②
③
④
⑤

飲酒への強い欲望又は強迫感
飲酒開始、飲酒終了、飲酒量のどれかのコントロール障害
アルコールを中止または減量した時の離脱症状
耐性の証拠
飲酒のために他の楽しみや趣味を次第に無視するようにな
り、飲んでいる時間が多くなつたり、酔いが醒めるのに時間を
要するようになる。
明らかに有害な結果が起きているのに、アルコールを飲む。⑥



アルコール依存症の専門的治療の必要性

■神経性食欲不振症
■神経性過食症
口非定型摂食障害

平成10年厚生省特定疾患中枢性摂食異常症調査研究班調査より
1。

摂食障害の転帰

n==504

■全快

■部分回復

口摂食障害

■死亡

平成13年度厚労省精神・神経疾患研究委託
摂食障害の治療状況・予後等に関する調査研究報告書より

´
ヽ
ヽ
´ ′Ebヽ

摂食障害Ⅱ

精神保険医療福祉の更なる改革に向けて

今後の精神保険医療福祉のあり方等に関する検討会報告書(平成21年9月 24日 ) 摂食障害の患者は、年間約2万 3千人と推定され、その
中でも神経性食欲不振症 (いわゆる拒食症)が半数以
上を占める。

治療開始後4年以上経過した患者の追跡調査では、
半数以上が「全快」又は「部分回復」したが、一方で、
7%で「死亡」していた。

治療開始後4年以上の患者の転帰

●これまでのアルコール対策は、依存
症|=対する治療的な視点が乏しく、対
策が十分に行われず、依存症の患者
が治療'支援を受けにくい状況が生み
出されていると指摘されている。

●依存症治療においては、医療、リハビ

リ施設、自助グループ等の様 な々試み

鑑鍵亀脱畿亀亀織lP等
が

依存症患者の回復に向けた支援について、以

下のような観点を踏まえた総合的な取組を強化
すべきである。

「依存症が疾病であるという視点を持って、依存
症知識の普及。啓発や、患者の治療・支援に当
たるべきである。

・依存症患者の回復のための支援について、医

療、リハビリ施設、自助グループ等の取組を踏ま

え、効果を検証しつつ、役割を明確化して普及

を図るべきである。

1牌 謝 観 蜀 勝 ht喜 婦
果的に活動できるよう、その支援のあり方につい

て検討すべきである。           1



専門医療機関での年間診療 者数

摂食障害の患者を受け入れる専門医療機関が減少している。

追跡調査

年間患者数

凛10～ 29人 ■30～ 49人 ■50人以上    ■なし     ■10人未満   ヨ10～ 29人

:  ■30～ 49人   ■50人以上
平成20年厚労省精神。神経疾患研究委

“

摂食障害の疲学、病態と診断、治療法、転帰に関するr3合的研究班報告書より   12

Ⅲ 強度行動障害をともなう

知的障害・発達障害

平成11年度

n=255
平成19年度

3% n=160

「強度行動障害児(者 )」の行動障害

(*)『強度行動障害基準』とは。

知的障害児施設で行動障害が強いケースヘの対応を補完するために創設された、「強度行動障害特男1処遇
加算費」が綸付される児の基準

伽 童福祉法改正

0重庁 県の申義
重度の精神薄弱及び重度の
肢体不自由が重複している
児童

○強度行動障害児 (者 )

① 精神薄弱であつて著しい行動異常を有するもの
② 精神薄弱以外の精神障害であらて著しい行動異常を有
するものとし、精神薄弱施設重度棟及び重症児施設にお
いてもその保護指導がきわめて困難であるもの

[昭和45年 12月 中央児童福祉審議会答申1

知的障害口発達障害児(者 )の中でも、

特に行動障害が激しい『強度行動障害基準(*)』を満たす者は、

○ 頭部が変形に至るまで自分をロロく:
○ 自分で爪をはがす。
○ 食事の詰め込み。破衣・WI衣により窒息死する。
○ 糞食やトイレの水を飲む。
○ ス浴時の多動による転側・外傷・溺水

などの行動障害が突発的に発生する

強度行動障害児(者 )

症
'い

身障害児施設 誕生

身体的精神的障害が重複し、かつ、重症である児童

○重症心身障害児施設の入所対象者
①
嘉蠣昌亀義I冒驚地11房を設。

テ~シヨンが著しく困難であり、精神薄弱を伴うもの。ただし、
耳
またはろうあのみ

②重度の精神薄弱があつて、宗庭内療育はもとより重度の精神薄弱児を収容する精神薄弱児施設において集団
生活指導が不可能と考えられるもの
③リハピリテーションが困難な身体障害があり、家庭内療育はもとより、肢体不自由児施設において療育することが
不適当と考えられるもの



「強度行動障害児(者 )」を受け入れる病棟の役割

◇「強度行動障害基準」を満たす児(者 )のうちでも、「知的障害児
■施設」では対応困難な、知山膜唐露麓劇豊記児鯉裁であり、
■
「 継続的

・重点的な精神治療・薬物治療の必要な患者
・常時継続して医療が必要な身体合併症を有する患者
などを受け入れ

◇ 「一般精神科病院」では実施できない、
。発達レベルに応じた療育

「強度行動障害児 (者)病棟」の患者像 (2)

患者からの自覚症状の訴えがほぼ墨LL状況

その中で、
「身体合併症の早期発見」、「身体合併症重症化予防」のため、各職種が連携
して、常に、臨床症状。日常との些細な状態変化の観察が必要

◇「強度行動障害」合の包括的医療を実施
。身体合併症リスクの管理
,生命リスクの管理
・精神科的専門治療・看護

寝たきり重症児施設より

男女比

卜男性■女倒

入院患者の経路

年齢分布

110歳未満

[10歳代

120歳代

130歳代

140歳代

150歳以上

麟 扇 4r● 鰯 鰯 1鰯

(會田千重、平野誠 :国立病院機構8施設の動く重症児(者)病棟入院患者の状態像と合併症
;日本重症心身障害学会誌,2006)

原因診断の発生時期と原因疾患(平成15年、8病院581名 )

EIIII二
「~Ⅲ麗而 克面蘇百藻薦薇3~~~~‐1 「強度行動障害児病棟」の患者に対する医療提供の困難性

艤邊覆掟ガ夢困難性が
=■=■
al]

―ゼ異食や自己。他患による縫合糸抜去の

:蕎倒:龍幣噌Ъ爾曜輩轟出曇コミ漂言旨lЖ冨課橋甜 cT、 MRllこついては、全く動かない状態でないと実施でき



「強度行動障害児病棟」の患者に対する治療

1看護師等による常態的な臨床観察

21「 1」に加え、患者特性に応じた個別的治療

Oチームとして統一性と一貫性のある計画的な診療を行うため、次を実施しつつ、
「行動障害に対する専門医療」及び「合併症に対する治療」の実施が必要
.O多
くの医療従事者が必要



中医協  診 -4
2 1. 1 2. 4

在宅医療の宿題

平成20年度診療報酬改定にて新設した在宅患者連携指導料、在宅患者

緊急時カンフアレンス料の評価はどうか。   (11月 2日 ゴヒ村委員)

0010在 宅患者連携指導料 900点 (月 1回 )

医師等が:在 宅での療養を行っている患者に対して、当該患者の診療

等を担う機関 (歯科診療所等、保険薬局、訪問看護ステーシヨン)の医療

関係職種間で診療情報を共有し、療養上必要な指導及び助言を患者又

は家族に行つた場合の評価

G011在 宅患者緊急時等カンファレンス料 200点 (月 2回 )

患者の急変等に際し、主治医等が患家を訪問し、関係する医療従事

者 (歯科医師等、薬剤師、看護師等又は介護支援専門員)と共同で一堂

に会しカンファレンスを開催し、診療方針等について話し合いを行い、患

者に指導を行つた場合の評価

訪問看護の宿題

訪間看護ステーションからの訪問看護が、週 3回 以内と回数制限を設けて
いる理由や 1利用者への訪間看護ステーション数が制限されている理由に
ついて確認したい。        (11月 11日 勝村委員 )

1,週 3回 以内と回数制限を設けてL)る理由

○ 訪 FH5看護療養費の制度が創設された当時より、訪問看護の算定は
週3日 を限度としていた。これは、実際に提供されている訪問看護の実

態から想定して必要日数を見込み、週 3日 としたところである。

O また、末期の悪性腫瘍や人工呼吸器を使用している状態等にある
利用者及び急性増悪等により週 4日 以上の頻回な訪問看讃が必要と

された利用者 (1月 に14日 間 (状態によっては最長28日 間 )に限る)に
対しては訪問看護の算定日数制限を設けていない。(宿題資料 1)

【参考】訪問看護ステーションの利用者1人 あたりのlヶ 月の平均訪問回

数は約6回 となつている。(宿題資料2)

2.1利 用者への訪間看護ステーション数が制限されている理由

〇 医療保険における訪間看護については、在宅療養における看護の継

続性及び一貫性を重視する視点から、一人の利用者に1つの訪間看

護ステーションによる訪問看護を原則としている。ただし、算定日数制

限のない末期の悪性腫瘍や人工呼吸器を使用している状態等にある

利用者に対しては、2カ所の訪問看護ステーションからの訪間看護が

実施できることとしている。

算定状況 (平成 20年 度社会医療診療行為別調査 )

平成 20年

実施件数 算定回数

在宅患者連携指導料 603

在宅患者緊急時等カンファレンス料

(参考 )

在宅患者訪問診療料 (在宅療養中患者 ) 191,147 413,979

在宅忠者訪間診療料 (居住系施設入居者等 ) 80,047 195,813

往診料 132,623 249,913



嬌環保瞑 の爾間■醸 の対摯宥

訪間看護ステーションの

利用者1人あたりのlヶ月の平均訪間回数

口健康保険法等
※
■介護保険法

蓉」艦 鷲 鋼 職 淵 す齋 性襟僕橋 戯『
健法及びそれ以外の政府管摯健康保険等の医療保医

18」黎雹恩Tの
訪問看護の

「
うがいずれの年齢区分においても言方問

1  2
, ~~~~~~~~~一 一―一―       ‐――一  ‐― 一 ―ヽ ‐出典 平ヽ成fO年 介餞サニビス施投=事業所調査

て療養を受ける状題にあり通餞困難な患者

厚

生

労

働

大

臣

が

定

め

る

疾

病

等

の
議
者

く…キンソン痢関連療患(進行性横上性麻痺.六日皮質薔底機羮
L症、バ…キンソン病(ホー

=´
ヤールの重症度分類がス→ 綱

かつ生活機籠障害魔が 1魔又は■瞑のものに限る。))

系続

“

綺鹿(線魚体贔質喪性症、オリープ橋Jヽ日姜
"直
、シャ

・ドレーガー症候諄)

※厚生労働大臣が定める以下の状目にある者は月2回まで
,気管力亀 ―レを使用している

総 数  0～ 39歳  40～ 64歳 65～ 69歳 70～ 79歳 80～ 89歳  90歳以上  不 辞



平成21年 11月 27日 中医協基本問題小委員会提出資料訂正について

「病院勤務医負担軽減策について」

「病院勤務医負担軽減策について」(平成21年 11月 17日 中医協診-2,pl),の 記

載に誤記がありましたので訂正いたします。

第1「勤務医の負担の現状と負担軽減のための取組に係る調査」について

4.勤務医の勤務状況について(pl最終行)
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病院勤務医負担軽減策について

第1「勤務医の負担の現状と負担軽減のための取組に係る調査Jにつ
いて

病院勤務医の負担となつている具体的な項目や改善策、医療機関に

おける勤務医負担軽減策への取組状況を把握するため、平成 20年度
検証部会調査に引き続き、平成 21年 9月 に「勤務医の負担の現状と
負担軽減のための取組に係る調査」を実施 した。今回の調査では入院
時医学管理加算等、勤務医の負担軽減策の策定を要件とした加算を算定
してない医療機関も対象とした。(参考資料 P2～ 4)

1.勤 務医負担軽減の取り組みの現状について
医療機関に対する調査で、勤務医の勤務時間を把握している医療
機関は 89.0%で あった。勤務医の業務量の把握を行つている医療機
関は 55,8%、 勤務医の勤務状況を把握・管理するための責任者を設
置している医療機関が 49.8%で あった。調査対象医療機関の 66.2%
が勤務医の経済的処遇の改善を行つていた。 (参考資料 P5～ 12)

2.患者や家族への説明について
通常の診察とは別に、患者や家族との話 し合いに費やす時間にっ
いては、入院診療で平均 30.5分、外来診療で平均 19.0分 であり、
70.6%の医師が増加したと回答した。その理由としては、複数の家
族が説明を求めるため、説明時間の設定が家族の都合で決まるため

等があった。話し合いについて、「非常に負担が大きい」「負担が大
きい」と回答した医師が 55.4%を 占めた。 (参考資料 P13～ 16)

3.勤 務医が患者に協力して欲 しい内容
患者に協力してほしいことの有無について、医師の 88.5%が ある
と回答した。内容としては①軽症の場合は近隣の診療所を受診して
ほしい(79,4%)、 ②軽症の場合は休日・夜間の受診は避けて欲しい
(81.1%)、 ③業務多忙の時には、患者説明の実施を医師のスケジュ
ールに合わせて欲しい(58.8%)、 といつたものがあった。(参考資料
P17)

4.勤務医の勤務状況について
診療科ごとの勤務時間は、外科で 58,6時間と最も長かつたも当
直回数は救急科が lヶ 月あたり5.8回で最も多く、産科・産婦人科、


